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○五戸町水洗便所改造等資金融資あっせん規則 

平成12年６月21日規則第24号 

改正 

平成21年３月31日規則第２号 

五戸町水洗便所改造等資金融資あっせん規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、五戸町内において、自己資金でくみ取便所を水洗便所に改造しようとす

る者等に対し、当該改造等に要する資金（以下「水洗便所改造等資金」という。）の融資を

あっせんすることにより、水洗便所の普及促進と環境衛生の向上を図るため必要な事項を定

めるものとする。 

（融資のあっせん） 

第２条 町は、水洗便所改造等資金の融資を受けようとする者を金融機関に対しあっせんする。 

２ 前項の融資を行う金融機関（以下「金融機関」という。）は、次のとおりとする。 

(１) 株式会社 青森銀行 

(２) 株式会社 みちのく銀行 

(３) 青い森信用金庫 

(４) 八戸農業協同組合 

(５) 青森県信用組合 

（融資のあっせんの対象） 

第３条 融資のあっせんを受けることができる者は個人であって、くみ取便所を水洗便所に改

造するために必要な工事、し尿浄化槽の取壊し工事及び排水設備の設置、改造工事（以下

「改造工事等」という。）を行い、公共下水道、農業集落排水及び公共浄化槽に接続しよう

とする者で、次に掲げる要件を備えていなければならない。 

(１) 改造工事等を実施する建築物の所有者又は占有者（所有者の同意を得た場合に限

る。）であること。 

(２) 水洗便所に改造しようとする者の内、公共下水道に接続する者にあっては、下水道法

（昭和33年法律第79号）第11条の３第１項に規定する３年間の改造義務期間内に改造する

者であること。 

(３) 町税、下水道事業受益者負担金、農業集落排水処理施設工事分担金及び公共浄化槽設

置分担金を滞納しないで、かつ、水洗便所改造等資金の償還能力を有する者であること。 

(４) 自己資金のみでは工事費を一時に負担することが困難であること。 

(５) 確実な連帯保証人があること。 

２ 前項の規定にかかわらず、改造工事等をすることについて相当の理由がある場合には、融

資のあっせんを受けることができる。 

（融資あっせんの申請） 

第４条 融資のあっせんを受けようとする者（以下「申請者」という。）は、水洗便所改造等

資金融資あっせん申請書（様式第１号）により町長に申請しなければならない。 

２ 前項の申請後に、改造工事等の変更等により当該融資のあっせんの額を変更しようとする

者は、水洗便所改造等資金融資あっせん変更申請書（様式第２号）により町長に申請しなけ

ればならない。 

３ 第１項の水洗便所改造等融資あっせん申請書には、町税納税証明書及びその他町長が必要

と認める書類を添付しなければならない。 



2/15 

（融資あっせんの決定及び通知） 

第５条 町長は、前条第１項の規定による申請があった場合は、申請書の内容の審査その他必

要な調査を行い、融資のあっせんを適当と認めたときは、融資のあっせんの額を決定し、水

洗便所改造等資金融資依頼書（様式第３号）を金融機関に送付する。 

２ 町長は、前条第２項の規定による変更申請があった場合は、申請書の内容の審査その他必

要な調査を行い、融資のあっせんの額を変更決定した場合は、水洗便所改造等資金融資変更

依頼書（様式第４号）を金融機関に送付する。 

３ 金融機関は、第１項の依頼書の送付があったときは、速やかに融資の可否を決定し、町長

及び当該申請者に水洗便所改造等資金融資決定通知書（様式第５号）により通知する。 

４ 金融機関は、第２項の依頼書の送付があったときは、融資の変更の可否を決定し、町長及

び当該申請者に水洗便所改造等資金融資変更決定通知書（様式第６号）により通知する。 

（融資の限度額等） 

第６条 金融機関が行う水洗便所改造等資金の融資の限度額、融資利息、償還期限及び償還方

法は次のとおりとする。 

(１) 融資の限度額 

ア くみ取便所を水洗便所に改造するために必要な工事（排水設備の設置、改造工事を含

む。） １くみ取り口について70万円以内 

イ し尿浄化槽の取壊し工事及び排水設備の設置、改造工事 １か所について30万円以内 

(２) 融資利息 無利子 

(３) 償還期限 融資を受けた日の属する月の翌日から起算して50か月以内 

(４) 償還方法 元金均等による月賦償還。ただし、繰上げ償還することを妨げない。 

２ 前項第１号の１くみ取り口とは、大便器１個と小便器１個によるもの又は大小兼用便器１

個によるものをいう。この場合において、アパート等で１くみ取り口に２個以上の便器を有

する場合のくみ取り口については、その都度決定する。 

３ 融資を受けた水洗便所改造等資金の償還は、原則として預金自動振替払の方法によって行

うものとする。 

４ 償還は、融資を受けた日の属する月の翌月からとし、毎月25日（その日が休業日のときは

翌営業日）を償還日とする。 

（連帯保証人） 

第７条 水洗便所改造等資金の融資を受ける者は、当該融資に関する債務について連帯保証人

１人以上を立てるものとする。 

２ 前項の連帯保証人は、水洗便所改造等資金の融資を受けた者に代わって返還する能力を有

する者でなければならない。 

３ 町長は、連帯保証人について適当でないと認めたときは、連帯保証人を変更させることが

できる。 

４ 町長は、連帯保証人の承認について必要と認めるときは、収入証明書その他の書類の提出

を求めることができる。 

（融資の実施） 

第８条 町長は、当該水洗便所改造等資金の融資の決定に係る改造工事等の完了を確認したと

きは、金融機関に工事完了通知書（様式第７号）を送付する。 

２ 金融機関は、前項の通知書を受理したときは、当該融資の決定を受けた者に係る預金口座

を開設し、当該水洗便所改造等資金を融資するものとする。 
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３ 金融機関は、融資の決定を受けた者に対し所定の手続をし、当該融資を受けた者の改造工

事等を行った工事業者の預金口座に振り込むものとする。 

４ 融資は、随時行うものとする。 

（利子補給） 

第９条 町は、金融機関が水洗便所改造等資金を融資した場合は、当該金融機関に対し、当該

水洗便所改造等資金に係る利子補給を行う。 

２ 前項の規定による利子補給の額は、次の算式を用いて算出した額の合計額とする。 

(１) 融資を実施した日から第１回償還日までの期間に係る利子 

 

(２) 前号以外の期間に係る利子 

 

３ 金融機関は、２月16日から８月15日までの期間に係る利子補給金については９月15日まで

に、８月16日から翌年の２月15日までの期間に係る利子補給金については３月15日までに、

それぞれ町に請求するものとする。 

（資金の預託） 

第10条 町は、水洗便所改造等資金の融資に要する資金の一部を必要に応じて金融機関に預託

するものとする。 

（償還方法の特例） 

第11条 融資の決定を受けた者が、震災、風水害、火災その他やむを得ない理由により償還方

法の変更を受けようとするときは、水洗便所改造等資金償還方法変更申請書（様式第８号）

により申請しなければならない。 

２ 前項の水洗便所改造等資金償還方法変更申請書には、罹災事実を証明する証明書及び町長

が必要と認める書類を添付しなければならない。 

３ 町長は、第１項の申請があった場合は、申請書の内容の審査その他必要な調査を行い、償

還方法を変更決定した場合は、水洗便所改造等資金償還方法変更依頼書（様式第９号）を金

融機関に送付するものとする。 

４ 金融機関は、前項の依頼書の送付があったときは、速やかに償還方法の変更の可否を決定

し、町長及び当該申請者に水洗便所改造等資金償還方法変更決定通知書（様式第10号）によ

り通知する。 

（借受人等の変更の届出） 

第12条 融資の借受人又は連帯保証人に変更があった場合又は住所を変更した場合には、直ち

に水洗便所改造等資金借受人・連帯保証人変更届（様式第11号）を、町長及び金融機関に提

出しなければならない。 

（融資あっせん決定の取消し） 

第13条 町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、融資あっせんの決定を取り

消し、既に金融機関が融資した水洗便所改造等資金の全部又は一部を返還させることができ

る。 

(１) この規則に違反したとき。 
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(２) その他町長が不適当と認めたとき。 

（延滞損害金） 

第14条 金融機関は、水洗便所改造等資金の融資を受けた者が償還期限までに償還しなかった

ときは、その期限の翌日から償還の日までの期間の日数に応じ、年10.95パーセントの割合

を乗じて計算した延滞損害金を当該融資を受けた者から徴収する。 

（損失補償） 

第15条 町は、金融機関が水洗便所改造等資金の融資により損失を受けたときは、その損失を

補償する。 

２ 前項の規定による損失補償の額は、当該融資残額及びこれに係る延滞損害金に相当する額

とする。 

（契約の締結） 

第16条 町は、この融資あっせん規則に基づいて、別途金融機関と契約を締結して行うものと

する。 

附 則 

この規則は、平成12年７月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 
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様式第３号（第５条関係） 
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様式第４号（第５条関係） 

 



9/15 

様式第５号（第５条関係） 
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様式第６号（第５条関係） 
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様式第７号（第８条関係） 
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様式第８号（第11条関係） 
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様式第９号（第11条関係） 
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様式第10号（第11条関係） 
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様式第11号（第12条関係） 

 


